様式第48号（第24条関係）
	増担保提供（保証人の変更）請求書

	年　　月　　日

住（居）所（所在地）
氏名（名称）　殿
村長　　　　　　　　　印
年　　月　　日付で、下記の徴収金額の担保として提供された担保財産（保証人の保証）は、下記の理由により猶予に係る金額の納付（納入）を担保することができないと認めますので、地方税法第16条第3項、第700条の11の2第2項の規定により増担保（保証人の変更）を請求します。
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	保証
増担保
	保証人の変更を請求する理由
	

	増担保（保証人の変更届）の提出期限
	年　　月　　日まで

	記
1　「延滞金額」は納期限（更正、決定、修正申告の提出があった場合は、その納期限）の翌日から納付（納入）の日までの期間に応じ、税額（1,000円未満の端数があるとき、又はその税額の全額が2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。）につき年17.6パーセント（納期限（更正、決定、修正申告書の提出があったものは、申告納付（納入）すべきであった納期限までの期間又はこの納付（納入）すべき納期限）の翌日から1月を経過する日までの期間については、年7.3パーセント）の割合で計算した金額です。なお、計算した額に100円未満の端数があるとき、又はその全額が500円未満であるときは、その端数金額又はその全額は切り捨てます。
2　「滞納処分費」は、滞納処分に要した費用で（　）書の金額は、この請求書作成の日までのものです。

	注意
	この請求について不服があるときは、この請求書を受け取った日の翌日から起算して60日以内に行政不服審査法第4条の規定により村長に審査請求をすることができます。



